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1.  平成24年3月期第2四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年9月30日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第2四半期 18,348 4.5 542 ― 596 ― 391 ―
23年3月期第2四半期 17,553 △0.3 △598 ― △561 ― △1,265 ―

（注）包括利益 24年3月期第2四半期 277百万円 （―％） 23年3月期第2四半期 △1,482百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第2四半期 4.61 ―
23年3月期第2四半期 △14.85 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第2四半期 45,142 18,906 41.4
23年3月期 45,166 19,055 41.7
（参考） 自己資本 24年3月期第2四半期 18,690百万円 23年3月期 18,818百万円

2.  配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― ― ― 3.00 3.00
24年3月期 ― ―
24年3月期（予想） ― 3.00 3.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 41,500 11.4 1,570 250.0 1,650 246.6 1,160 ― 13.68



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
詳細は、添付資料P.４ 「四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」 をご覧下さい。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商

品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了しております。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績予想につきましては現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって大きく

異なる結果となる可能性があります。

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期2Q 85,382,196 株 23年3月期 85,382,196 株
② 期末自己株式数 24年3月期2Q 1,455,257 株 23年3月期 152,799 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期2Q 84,794,741 株 23年3月期2Q 85,233,731 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響で停滞していた生産活動が、その後のサ

プライチェーンの立て直しにより持ち直してきているものの、原材料の高騰や長引く円高により企業収益は圧迫さ

れ、金融引き締めによる中国経済減速の影響が出始めるなど厳しい状況が続きました。

このような状況の下、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は、船舶港湾機器事業は国内の商船市場

が円高の影響による新造船契約減少から低調に推移したものの、内航船市場が火力発電所向け燃料輸送需要の増加

から堅調に推移したことや、海外市場も新造船受注やOEMジャイロコンパス販売が好調であったことなどから、受

注、売上ともに前年同期を上回りました。油空圧機器事業は、韓国を除く海外市場が低調であったものの、工作機

械市場や建設機械市場が引き続き好調であったことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。流体機器事

業は、官需市場の前倒し発注に加え、民需市場の船舶接岸速度計更新需要が好調であったことから受注、売上とも

に前年同期を上回りました。防衛・通信機器事業は、海上交通機器市場における東日本大震災の影響による前期か

らの繰越し分に加え、通信機器市場が好調であったことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、前年同期比4.5％増の18,348百万円、営業利益は542

百万円（前年同期営業損失598百万円）、経常利益は596百万円（前年同期経常損失561百万円）、四半期純利益は

391百万円（前年同期四半期純損失1,265百万円）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、前第３四半期連結会計期間にセグメント区分を変更してお

ります。このため、各セグメントの前第２四半期連結累計期間との比較については、前第２四半期連結累計期間の

数値を変更後の報告セグメントの区分に組み替えて算出しております。

［船舶港湾機器事業］

当事業の商船市場では、在来船の換装需要の低迷に加えて、円高の影響を受け国内造船所の新造船建造受注が低

調に推移したことから、受注、売上ともに前年同期を下回りました。

内航船市場では、老齢船の代替需要は依然低迷したままであるものの、東日本大震災後の代替エネルギーとして

火力発電所向け燃料需要増によるタンカーの新造船契約が増えたことなどから、受注、売上ともに前年同期を上回

りました。

海外市場では、韓国向け受注が好調に推移したこと、OEMのジャイロコンパス販売が好調に推移したことなどか

ら、受注は前年同期を大きく上回り、売上も前年同期を上回りました。

船舶関連機器の保守サービスは、海運市況が低迷したことから部品販売は低調に推移したもののサービス工事が

堅調だったことから、受注、売上ともに前年同期並みとなりました。

この結果、当事業全体として売上高は4,776百万円と前年同期比25百万円（0.5％）の増加、営業利益は13百万円

と前年同期比86百万円（86.7％）の減少となりました。 

［油空圧機器事業］

当事業のプラスチック加工機械市場では、東アジアを中心とした海外需要が減速したものの、国内需要が回復し

たことから、受注は前年同期並となり、売上は前年同期を上回りました。

工作機械市場では、東アジア向け需要が好調だったことに加え、国内需要も一般機械等を中心に堅調に推移した

ことから受注、売上ともに前年同期を上回りました。

建設機械市場では、欧米需要の回復に加え国内の復旧需要で受注は前年同期を上回り、売上は前年同期を大きく

上回りました。

海外市場では、韓国は好調に推移したものの、台湾、中国の携帯端末用射出成形機需要が低調であったことから

受注は前年同期を大きく下回り、売上も前年同期を下回りました。

油圧応用装置は、ダムゲート開閉油圧装置、大型工作機械用装置、自動車関連向け装置が低調に推移しました

が、他の産業機械、油圧試験装置が好調であったことから受注、売上ともに前年同期を上回りました。

この結果、当事業全体として売上高は5,764百万円と前年同期比322百万円（5.9％）の増加、営業利益は473百万

円と前年同期比360百万円（319.8％）の増加となりました。 

１．当四半期決算に関する定性的情報

- 2 -

東京計器㈱ （7721） 平成24年3月期 第２四半期決算短信



［流体機器事業］

当事業の官需市場では、下水道及び農業用水案件の前倒し発注と防災設備向け電波レベル計販売が好調であった

ことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

民需市場では、設備投資の抑制等により市況は低調に推移したものの、船舶接岸速度計の更新需要が好調であっ

たことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

海外市場では、円高の影響を受けたものの、南アフリカ向け流量計輸出が堅調であったことから受注、売上とも

に前年同期を上回りました。

この結果、当事業全体として売上高は517百万円と前年同期比92百万円（21.8％）の増加、営業損失は258百万円

と前年同期比11百万円（前年同期269百万円の損失）の減少となりました。 

［防衛・通信機器事業］

当事業の防衛市場では、F-15主力戦闘機用自己防御能力向上機器の補用品及び試験装置の新規受注並びにその他

の航空機部品及び修理等の前倒しにより、受注は前年同期を上回りましたが、F-2支援戦闘機用電子戦機器の納入

や多連装ロケットシステム用自己位置標定装置の修理が昨年度で終了したこと、SH-60K対潜哨戒ヘリコプター用逆

探装置HLR-108Cの納入数量が減少したことなどにより売上は前年同期を下回りました。

海上交通機器市場では、受注は前年同期を大きく下回りましたが、東日本大震災の影響による前期からの繰越し

分が加わり、売上は前年同期を大きく上回りました。

センサ機器市場では、道路関連機器が公共事業投資停滞の影響を受け低調に推移したことから受注、売上ともに

前年同期を大きく下回りました。

通信機器市場では、PHS基地局関連機器及び衛星地上局用RFシステム関連機器が好調であったことに加え、東日

本大震災で被災した民放テレビ局の中継ヘリコプター用アンテナスタビライザーが貢献したことから、受注、売上

とも前年同期を大きく上回りました。

この結果、当事業全体として売上高は5,863百万円と前年同期比350百万円（6.3％）の増加、営業利益は307百万

円と前年同期比704百万円（前年同期397百万円の営業損失）の増加となりました。 

［その他の事業］

検品機器は、グラビア印刷市場や素材市場において東日本大震災等による設備導入延期の影響を受け、受注、売

上ともに前年同期を下回りました。

防災機器は、大型改修物件と消防庁の点検指導強化に基づく「消火設備の容器弁の安全性に係る点検」に関連す

る部品販売及び交換工事が好調に推移し、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

鉄道機器は、分岐器検査装置が好調であったことから、受注、売上ともに前年同期を上回りました。

この結果、当事業全体として売上高は1,428百万円と前年同期比６百万円（0.4％）の増加、営業利益は149百万

円と前年同期比135百万円（982.0％）の増加となりました。

（２）連結財政状態に関する定性的情報

当第２四半期末の流動資産は、前期末に比べて484百万円増加し34,986百万円となりました。これは、現金及び

預金並びに受取手形及び売掛金が減少したものの、棚卸資産が増加したことによるものです。また、固定資産は前

期末に比べて508百万円減少し、10,156百万円となりました。これは、有形固定資産の減価償却に伴う減少及び投

資有価証券の減少並びに本社ビル定期賃貸借契約の改訂に伴い本社敷金が減少したことにより差入保証金が減少し

たことによるものです。この結果、資産合計は、前期末の資産合計45,166百万円から24百万円減少し、45,142百万

円となりました。

流動負債は、前期末に比べて238百万円増加し18,521百万円となりました。これは短期借入金が減少したもの

の、支払手形及び買掛金並びに未払金が増加したことによるものです。固定負債は、前期末に比べて113百万円減

少し、7,715百万円となりました。これは、長期借入金が増加したものの、退職給付引当金が減少したことによる

ものです。この結果、負債合計は前期末の負債合計26,111百万円から124百万円増加し、26,236百万円となりまし

た。

純資産合計は、前期末の純資産合計19,055百万円から148百万円減少し、18,906百万円となりました。これは四

半期純利益により利益剰余金が増加したものの、配当金の支払い及び自己株式の取得並びにその他有価証券評価差

額金が減少したことによるものです。この結果、自己資本比率は前期末41.7％から0.3ポイント減少し、41.4％と

なりました。
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（キャッシュ・フローの状況）

当第２四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は8,976百万円と前年同期比1,539百万円

（14.6％）減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は590百万円（前年同期は69百万円の獲得）となりました。その主な要因は、税金

等調整前四半期純利益591百万円、減価償却費495百万円、退職給付引当金の減少350百万円、たな卸資産の増加

2,091百万円及び仕入債務の増加767百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は24百万円（前年同期は137百万円の使用）となりました。その主な要因は、固定

資産の取得による支出190百万円及び敷金保証金の回収209百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は844百万円（前年同期比446百万円<34.6％>減少）となりました。その主な要因

は、長期借入れによる収入750百万円、長期借入金の返済による支出1,130百万円、自己株式取得による支出165百

万円及び配当金の支払256百万円によるものです。

（３）連結業績予想に関する定性的情報

通期の連結・個別業績予想につきましては、前回発表に対し、売上高は防衛・通信機器事業で東日本大震災の影

響による前期からの繰越しがあったことなどから微増となる見通しであること、また、利益はコストダウンの推

進、諸経費の削減努力等により、営業利益、経常利益及び当期純利益が好転する見通しであることから、平成23年

５月12日に公表しました平成24年３月期の連結および個別の通期業績予想を修正いたしました。

詳細につきましては、本日（平成23年11月９日）公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参

照ください。

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

２．サマリー情報（その他）に関する事項
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４．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,392 8,981

受取手形及び売掛金 12,011 11,815

商品及び製品 1,140 1,418

仕掛品 5,128 6,741

原材料及び貯蔵品 4,808 5,006

その他 1,071 1,070

貸倒引当金 △47 △45

流動資産合計 34,502 34,986

固定資産

有形固定資産 5,681 5,530

無形固定資産

のれん 37 29

その他 296 262

無形固定資産合計 332 291

投資その他の資産

その他 4,715 4,398

貸倒引当金 △64 △62

投資その他の資産合計 4,651 4,335

固定資産合計 10,664 10,156

資産合計 45,166 45,142

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,838 5,605

短期借入金 10,689 9,996

未払法人税等 116 226

賞与引当金 846 848

その他 1,795 1,846

流動負債合計 18,284 18,521

固定負債

長期借入金 2,170 2,485

退職給付引当金 4,275 3,925

役員退職慰労引当金 299 263

資産除去債務 785 786

その他 298 257

固定負債合計 7,828 7,715

負債合計 26,111 26,236
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,218 7,218

資本剰余金 14 14

利益剰余金 11,531 11,667

自己株式 △28 △193

株主資本合計 18,735 18,705

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 246 114

為替換算調整勘定 △163 △129

その他の包括利益累計額合計 83 △15

少数株主持分 237 216

純資産合計 19,055 18,906

負債純資産合計 45,166 45,142
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
（四半期連結損益計算書）
（第２四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

売上高 17,553 18,348

売上原価 13,706 13,657

売上総利益 3,848 4,691

販売費及び一般管理費 4,446 4,149

営業利益又は営業損失（△） △598 542

営業外収益

受取利息 6 7

受取配当金 32 30

生命保険配当金 37 36

持分法による投資利益 24 31

補助金収入 24 －

その他 40 50

営業外収益合計 162 155

営業外費用

支払利息 74 67

為替差損 36 19

その他 15 16

営業外費用合計 125 101

経常利益又は経常損失（△） △561 596

特別利益

貸倒引当金戻入額 6 －

特別利益合計 6 －

特別損失

固定資産除売却損 9 4

投資有価証券売却損 5 －

投資有価証券評価損 39 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 863 －

特別損失合計 916 4

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,471 591

法人税等 △187 216

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,284 375

少数株主損失（△） △19 △16

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,265 391
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（四半期連結包括利益計算書）
（第２四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△1,284 375

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △169 △132

為替換算調整勘定 △29 33

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 1

その他の包括利益合計 △198 △98

四半期包括利益 △1,482 277

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,463 293

少数株主に係る四半期包括利益 △19 △16
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△1,471 591

減価償却費 478 495

のれん償却額 8 8

差入保証金償却額 17 6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） △449 △350

賞与引当金の増減額（△は減少） 17 3

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9 △37

受取利息及び受取配当金 △38 △37

支払利息 74 67

持分法による投資損益（△は益） △24 △31

投資有価証券売却損益（△は益） 5 －

投資有価証券評価損益（△は益） 39 －

固定資産除売却損益（△は益） 9 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 863 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,695 195

たな卸資産の増減額（△は増加） △757 △2,091

仕入債務の増減額（△は減少） △283 767

その他の資産の増減額（△は増加） △33 61

その他の負債の増減額（△は減少） 21 △70

その他 9 10

小計 183 △412

利息及び配当金の受取額 37 41

利息の支払額 △105 △77

法人税等の支払額 △46 △142

営業活動によるキャッシュ・フロー 69 △590

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

投資有価証券の売却による収入 8 －

固定資産の取得による支出 △144 △190

固定資産の売却による収入 4 0

貸付けによる支出 △0 －

貸付金の回収による収入 3 2

敷金及び保証金の回収による収入 1 209

その他 △6 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △137 24
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △430 －

長期借入れによる収入 45 750

長期借入金の返済による支出 △643 △1,130

リース債務の返済による支出 △2 △40

自己株式の取得による支出 △0 △165

配当金の支払額 △256 △256

少数株主への配当金の支払額 △4 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,290 △844

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,361 △1,412

現金及び現金同等物の期首残高 11,876 10,387

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,515 8,976
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該当事項はありません。

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、

道路関連機器事業、トンネル関連機器事業、鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース

業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理業、不動産の管理業などが含まれております。

２．セグメント利益の調整額△158百万円には、セグメント間取引消去△37百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△120百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、

鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険

代理業、不動産の管理業などが含まれております。

２．セグメント利益の調整額△141百万円には、セグメント間取引消去△9百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△132百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報等

報告セグメント
その他の
事業

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

船舶港湾
機器事業

油空圧
機器事業

流体
機器事業

防衛・通信
機器事業

計

売上高

外部顧客への

売上高
4,751 5,443 424 5,224 15,842 1,711 17,553 0 17,553

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

55 36 － 114 206 647 853 △853 －

計 4,807 5,479 424 5,338 16,048 2,358 18,406 △853 17,553

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

100 113 △269 △408 △465 24 △440 △158 △598

報告セグメント
その他の
事業

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

船舶港湾
機器事業

油空圧
機器事業

流体
機器事業

防衛・通信
機器事業

計

売上高

外部顧客への

売上高
4,776 5,764 517 5,863 16,920 1,428 18,348 1 18,348

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

47 41 1 37 127 605 732 △732 －

計 4,823 5,805 518 5,900 17,047 2,033 19,080 △731 18,348

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

13 473 △258 307 535 149 683 △141 542
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報告セグメントの変更等に関する事項

前第３四半期連結会計期間に、セグメント区分において「その他の事業」に含めておりました道路関連機器

事業及びトンネル関連機器事業を、連結子会社からの事業譲受を機に、「防衛・通信機器事業」のセンサー

機器に含めることに変更しており、当第２四半期連結累計期間のセグメント区分に相違が見られます。

当第２四半期連結累計期間の区分方法に基づく前第２四半期累計期間のセグメント情報は以下の通りです。

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、

鉄道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険

代理業、不動産の管理業などが含まれております。

２．セグメント利益の調整額△158百万円には、セグメント間取引消去△37百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△120百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

該当事項はありません。

報告セグメント
その他の
事業

（注）１
合計

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

船舶港湾
機器事業

油空圧
機器事業

流体
機器事業

防衛・通信
機器事業

計

売上高

外部顧客への

売上高
4,751 5,443 424 5,513 16,131 1,422 17,553 0 17,553

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

55 36 － 30 122 581 703 △703 －

計 4,807 5,479 424 5,543 16,253 2,003 18,256 △702 17,553

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

100 113 △269 △397 △454 14 △440 △158 △598

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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